凍 業 末 全 頑 区 に よる 


て 令 和 3 年 3 月 31 日 まで に 指定 を 受け た 内 陸 市 町 村 の 事業 者 用 
4 (FE / 一 ンー 
人 麟 訂 遂 だ に つ 4! で て 





一 復興 特区 法 と は 











東 





被災 E 


定 を 受 


ミミ 
mo 








本 大 震 災 復興 特別 
の 円 滑 か つ 迅 速 な 推進 と 活 
に 施行 され まし た 。 

治 体 は 、 国 が 策定 する 基本 方 針 に 
ける こと が で き 
































復興 推進 計画 に 




















区 域 法 (以下 「 復 興 特区 法 」 と いう 。) は 、 東 日 本 大 震 災 か ら の 復興 
力 あ る 日 本 の 再生 に 資す る こと を 目的 と し て 2011 年 12 月 26 日 

































































づき 復興 推進 計画 を 作成 し 、 内 閣 総 理大 臣 の 認 
復興 推進 計画 : 2012 年 3 月 30 ) 
骨 の 優遇 な どの 一 定 の 措置 が 受け られ 3 


基 
E す 。 (岩手 県 産業 再 4 
づく 復興 推進 事業 は 、 税 1 
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日 認 2 











Cl 
























































ほす 。 








基 


岩手 県 産業 再生 復興 推進 計画 の 概要 





























































































































































































































































































































































































































る 計画 の 特徴 
産業 の 集積 等 に よる 雇用 機会 の 確保 ・ 創 出 を 図る と と も に 、 地 域 の 特性 を 生か し た 産業 
を 振興 する こと に より 、 和 被災 地域 の 経済 の 活性 化 を 図る こと を 目的 に 、 計 画 し た も の で す 。 
$ 目標 
沿岸 地域 並び に 沿岸 地域 か ら 通 勤 す る こと が 可能 な 地域 及び 沿岸 地域 と 日 常 的 取引 関係 
を 有する 産業 が 所 在 す る 地域 に お いて 、 そ れ ぞ れ の 地域 の 特性 を 生か し た 産業 の 集積 を 区 
る こと に より 、 和 被災 地域 に お ける 雇用 機会 の 確保 ・ 創 出 を 図り ます 。 
る 集積 を 目指 す 主 な 産業 分 野 
・ も の づく り 産 業 (セメント 関連 産業 、 鉄 鋼 関 連 産 業 、 電 子 機械 製造 関連 産業 、 
輸送 用 機械 器具 関連 産業 ) 
医療 薬品 関連 産業 情報 サー ビス 関連 産業 木材 関連 産業 
環境 負荷 低減 エネ ルギー 関連 産業 観光 関連 産業 食品 関連 産業 
水産 関連 産業 農業 及び 関連 産業 
※ 商 業 ・ サ ービス 業 に つい て は 、 市 町 村 が 作成 する 復興 推進 計画 に より 集積 を 図っ て いま す 。 
計画 の 認定 を 受け た 市 町 村 5 市 町 
| 多 V 石 市 (2013 年 3 月 )、 大 船渡 市 (2016 年 3 月 )、 山 田町 (2016 年 6 月 ) 、 | 
陸前 高田 市 (2016 年 12 月 ) 、 大 樋 町 (2016 年 12 月 ) 





























を る 主 な 優遇 措置 








集積 産業 ( 業 各 
場合 に は 、 


受け る こと が で き 








復興 特別 














i 等 ) 
































事業 者 が 、 復 興 に 寄与 する 事業 (新規 投資 や 被災 者 雇用 圭 
域 法 に 基づく 県 の 指定 等 を 受け る こと に より 、 税 制 の 優遇 措 


法 に 
主 な 優遇 措置 


取得 設備 等 に つい て の 特別 償却 又は 税額 控除 〔37 条 ] 





E) の 
























































区 



































ほす 。 








(地方 税 の 課税 免除 又は 不 均一 課税 に 伴う 措置 ) 


雇用 者 等 に 係る 法人 税 の 特別 控除 〔38 条 ] 等 


を 復興 産業 集積 区 域 の 範囲 (イメ ー ジ 図 ) 
〇 以下 の 各色 で 塗り つぶ され た 範囲 が 、 復 興 産業 集積 区 域 の イメ ー ジ 














: 農業 ・ 林 業 限定 の 区 域 
: 市 町 村 ご と に 設定 し た 業 得 













































































詳細 は 以下 の HP (ホー ムペ ー ジ ) の 「 地 番 等 一 覧 (詳細 )」 で 確認 し て くだ さい 。 





























「 岩 手 県 HP」 っ 「 岩 災 復 興 」 つ 「 な り わ い の 再 生 」 つ 「 産 業 再 生 特区 に よる 税制 優遇 に つい て 」 


























る 集積 を 目指 す 業 種 (対象 業種 ) 


(沿岸 市 町 村 共通 ) 1 グ 2 





© 


セメント 関連 産業 





( ア ) 


© 


O 


特定 業種 
212 セメント ・ 同 製品 製造 業 





( イ ) 


( ア ) の 関連 業種 





05 鉱業 、 採 石 業 、 砂 利 採取 業 


15 印刷 ・ 同 関連 業 


25 は ん 用 機械 器具 製造 業 





26 生産 用 機械 器具 製造 業 


44 道路 貨物 運送 業 


47 倉庫 業 





481 港湾 運送 業 (一 部 地域 ) 


484 こん 包 業 


53 建築 材料 、 鉱 物 ・ 金 属 材料 等 卸売 業 





70 物品 賃貸 業 


71 学術 ・ 開 発 研究 機関 


88 廃棄 物 処理 業 








9292 産業 用 設備 洗浄 業 











〇 鉄鋼 関連 産業 
( ア ) 


特定 業種 





22 鉄鋼 業 





( イ ) 


( ア ) の 関連 業種 





05 鉱業 、 採 石 業 、 砂 利 採取 業 


15 印刷 ・ 同 関連 業 


25 は ん 用 機械 器具 製造 業 





26 生産 用 機械 器具 製造 業 





44 道路 貨物 運送 業 


47 倉庫 業 





481 港湾 運送 業 (一 部 地域 ) 


484 こん 包 業 


53 建築 材料 、 鉱 物 ・ 金 属 材料 等 卸売 業 








70 物品 賃貸 業 








71 学術 ・ 開 発 研究 機関 


9292 産業 用 設備 洗浄 業 





電子 機械 製造 関連 産業 





O 


( ア ) 


特定 業種 





28 電子 部 品 ・ デ バイ ス ・ 電 子 回 路 製造 業 








( イ ) 


( ア ) の 関連 業種 





11 繊維 工業 (一 部 を 除く ) 


15 印刷 ・ 同 関連 業 


16 化学 工業 (一 部 を 除く ) 





17 石油 製品 ・ 石 炭 製 品 製造 業 


18 プラ スチ ッ ク 製 品 製造 業 


19 ゴム 製品 製造 業 





21 窯業 ・ 土 石 製品 製造 業 


22 鉄鋼 業 





23 非鉄 金属 製造 業 








24 金属 製品 製造 業 


25 は ん 用 機械 器具 製造 業 


26 生産 用 機械 器具 製造 業 





27 業務 用 機械 器具 製造 業 (一 部 を 除く ) 


29 電気 機械 器具 製造 業 





30 情報 通信 機械 器具 製造 業 





32 その 他 の 製造 業 (一 部 ) 


44 道路 貨物 運送 業 


47 倉庫 業 





481 港湾 運送 業 (一 部 地域 ) 


484 こん 包 業 


51 繊維 ・ 衣 服 等 卸売 業 








53 建築 材料 、 鉱 物 ・ 金 属 材料 等 卸売 業 


54 機械 器具 卸売 業 


70 物品 賃貸 業 





71 学術 ・ 開 発 研究 機関 


72 専門 サー ビス 業 (一 部 ) 


74 技術 サー ビス 業 (一 部 ) 








9021 電気 機械 器具 修理 業 





輸送 用 機械 器具 関連 産業 





( ア ) 


© 


O 


特定 業種 





3113 自動 車 部 分 品 ・ 附 属 品 製 造 業 


313 船舶 製造 ・ 修 理 業 、 舶 用 機関 製造 業 





( イ ) 


( ア ) の 関連 業種 





11 繊維 工業 (一 部 を 除く ) 


15 印刷 ・ 同 関連 業 


16 化学 工業 (一 部 を 除く ) 





17 石油 製品 ・ 石 炭 製 品 製造 業 


18 プラ スチ ッ ク 製 品 製造 業 


19 ゴム 製品 製造 業 





20 な めし 革 ・ 同 製品 ・ 毛 皮 製 造 業 


21 窯業 ・ 土 石 製品 製造 業 


22 鉄鋼 業 





23 非鉄 金属 製造 業 


24 金属 製品 製造 業 


25 は ん 用 機械 器具 製造 業 





26 生産 用 機械 器具 製造 業 


27 業務 用 機械 器具 製造 業 (一 部 を 除く ) 


29 電気 機械 器具 製造 業 





32 その 他 の 製造 業 


44 道路 貨物 運送 業 


47 倉庫 業 








481 港湾 運送 業 (一 部 地域 ) 


484 こん 包 業 


51 繊維 ・ 衣 服 等 卸売 業 








53 建築 材料 、 鉱 物 ・ 金 属 材料 等 卸売 業 





54 機械 器具 卸売 業 


70 物品 賃貸 業 





71 学術 ・ 開 発 研究 機関 





72 専門 サー ビス 業 (一 部 ) 


74 技術 サー ビス 業 (一 部 ) 





〇 医薬 品 関連 産業 
( ア ) 


特定 業種 





165 医業 品 製造 業 





( イ ) 


( ア ) の 関連 業種 





44 道路 貨物 運送 業 


47 倉庫 業 


481 港湾 運送 業 (一 部 地域 ) 








484 こん 包 業 








5521 医薬 品 卸売 業 


71 学術 ・ 開 発 研究 機関 





情報 サー ビス 関連 産業 





O 


( ア ) 


特定 業種 

















3719 その 他 の 固定 電気 通信 業 





39 情報 サー ビス 業 


40 イン ター ネッ ト 付 随 サ ービス 業 





71 学術 ・ 開 発 研究 機関 


72 専門 サー ビス 業 (一 部 ) 





9299 他 に 分 類 さ れ な いそ の 他 の 事業 サー 
ビス 業 ( コ ー ル セン ター) 





( イ ) 


( ア ) の 関連 業種 





特に な し 











〇 木材 関連 産業 
( ア ) 


特定 業種 





12 木材 ・ 木 製品 製造 業 


14 パル プ ・ 紙 ・ 紙 加工 品 製造 業 





( イ ) 


( ア ) の 関連 業種 





022 素材 生産 業 


024 林業 サー ビス 業 


13 家具 ・ 装 備品 製造 業 





15 印刷 ・ 同 関連 業 


26 生産 用 機械 器具 製造 業 


44 道路 貨物 運送 業 





47 倉庫 業 


481 港湾 運送 業 (一 部 地域 ) 


484 こん 包 業 








53 建築 材料 、 鉱 物 ・ 金 属 材料 等 卸売 業 








87 協同 組合 
































(沿岸 市 町 村 共通 ) 2 2 


〇 環境 負荷 低減 エネ ルギー 関連 産業 
( ア ) 特定 業種 








291 発電 用 ・ 送 電 用 ・ 配 電 用 電気 機械 器 





295 電 : 





299 その 他 の 電気 機械 器具 製造 業 (太陽 
電池 製造 業 ) 





33 電気 業 の うち 、 環 境 負荷 低減 型 エ ネル 
ギー の 供給 に 関す る も の 


34 ガス 業 の うち 、 環 境 負荷 低減 型 エ ネル 
ギー の 供給 に 関す る も の 


35 熱 供給 業 の うち 、 環 境 負荷 低減 型 エ ネ 
ルギー の 供給 に 関す る も の 





( ア ) の 関連 業種 





12 木材 ・ 木 製品 製造 業 


16 化学 工業 


18 プラ スチ ッ ク 製 品 製 造 業 





19 ゴム 製品 製造 業 


21 窯業 ・ 土 石 製品 製造 業 


22 鉄鋼 業 





23 非鉄 金属 製品 製造 業 


24 金属 製品 製造 業 


25 は ん 用 機械 器具 製造 業 





26 生産 用 機械 器具 製造 業 


27 業務 用 機械 器具 製造 業 


28 電子 部 品 ・ デ バイ ス ・ 電 子 回 路 製 造 業 








29 電気 機械 器具 製造 業 


44 道路 貨物 運送 業 


47 倉庫 業 





481 港湾 運送 業 (一 部 地域 ) 


484 こん 包 業 





53 建築 材料 、 鉱 物 ・ 金 属 材料 等 卸売 業 





54 機械 器具 卸売 業 


70 物品 賃貸 業 


71 学術 ・ 開 発 研究 機関 





72 専門 サー ビス 業 ( 一 部 ) 


74 技術 サー ビス 業 (一 部 ) 


9292 産業 用 設備 洗浄 業 





観光 関連 産業 
( ア ) 特定 業種 





57 織物 ・ 衣 服 ・ 身 の 回 り 品 小売 業 (土産 品 
と し て 製造 され た も の に 限る 。 ) 


58 飲食 料 品 小売 業 (土産 品 と し て 製造 さ 
れ た も の に 限る 。 ) 


75 宿泊 業 





76 飲食 業 


785 その 他 の 公衆 浴場 業 


804 スポ ー ツ 施設 提供 業 





8092 マリ ー ナ 業 


8093 遊漁 船 業 








( イ ) ( ア ) の 関連 業種 





51 繊維 ・ 衣 服 等 卸売 業 (一 部 地域 ) 





O 食品 関連 産業 
( ア ) 特定 業種 





09 食料 品 製造 業 


10 飲料 ・ た ば こ 飼 料 製 造 業 (一 部 を 除く ) 





( イ ) ( ア ) の 関連 業種 





15 印刷 ・ 同 関連 業 


18 プラ スチ ッ ク 製 品 製造 業 


26 生産 用 機械 器具 製造 業 





44 道路 貨物 運送 業 


47 倉庫 業 


481 港湾 運送 業 (一 部 地域 ) 





484 こん 包 業 


52 飲食 料 品 卸 売 業 


70 物品 賃貸 業 





71 学術 ・ 開 発 研究 機関 





〇 水産 関連 産業 
( ア ) 特定 業種 





03 漁業 


04 水産 養殖 業 





( イ ) ( ア ) の 関連 業種 





15 印刷 ・ 同 関連 業 


18 プラ スチ ッ ク 製 品 製造 業 


26 生産 用 機械 器具 製造 業 





44 道路 貨物 運送 業 


47 倉庫 業 


481 港湾 運送 業 (一 部 地域 ) 





484 こん 包 業 


52 飲食 料 品 卸売 業 (一 部 ) 


70 物品 賃貸 業 





87 協同 組合 








O 農業 及び 関連 産業 
( ア ) 特定 業種 








01 農業 





( イ ) ( ア ) の 関連 業種 





15 印刷 ・ 同 関連 業 


18 プラ スチ ッ ク 製 品 製造 業 


26 生産 用 機械 器具 製造 業 





44 道路 貨物 運送 業 


47 倉庫 業 


481 港湾 運送 業 (一 部 地域 ) 





484 こん 包 業 


52 飲食 料 品 卸 売 業 


5226 茶 類 卸売 業 





70 物品 賃貸 業 


87 協同 組合 








OO 繊維 関連 産業 (久慈 市 に 限る 。) 
( ア ) 特定 業種 








11 繊維 工業 





( イ ) ( ア ) の 関連 業種 








特に な し 















































する 場合 は 、 特 定 業種 


日 する 必要 が あり ます 

















( ア ) と の 取引 関係 が 分 か る 資料 ( 訓 























る 集積 を 目指 す 業 種 (対象 業種 ) 


〇 自動 車 関連 産業 





※ 地域 の 特性 に 応じ 市 町 村 ご と に 異な り 3 











311 自動 車 ・ 同 付属 品 製造 業 


( ア ) 復興 産業 集積 区 域 に お いて その 集積 の 形成 及び 活性 化 を 目指 す 特定 の 業種 ( 村西 





( イ ) ( ア ) の 業種 の 主要 関連 業種 





11 繊維 工業 


15 印刷 ・ 同 関連 業 


16 化学 工業 器具 卸売 業 (一 部 を 除く ) 





18 プラ スチ ッ ク 製 品 製造 業 
22 製鋼 業 


19 ゴム 製品 製造 業 (一 部 を 除く 
23 非鉄 金属 製造 業 


21 窯業 ・ 土 五 製 品 製造 業 
24 金属 製品 製造 業 





25 は ん 用 機械 器具 製造 業 


26 生産 用 機械 器具 製造 業 


27 業務 用 機械 器具 製造 業 





28 電子 部 品 ・ デ バイ ス ・ 電 子 回 路 製 造 業 
32 その 他 の 製造 業 (一 部 ) 


29 電気 機械 器具 製造 業 
47 倉庫 業 


30 情報 通信 機械 器具 製造 業 
484 こん 包 業 





53 建築 材料 、 鉱 物 ・ 金 属 材料 等 卸売 業 


54 機械 器具 卸売 業 (一 部 を 除く ) 


71 学術 ・ 開 発 研究 機関 





〇 半導体 関連 産業 





( ア ) 復興 産業 集積 区 域 に お いて その 集積 の 形成 及び 活性 化 を 目指 す 特定 の 業種 (主要 業種 ) 





2671 半導体 製造 装置 製造 業 
( イ ) ( ア ) の 業種 の 主要 関連 業種 


28 電子 部 品 ・ デ バイ ス ・ 電 子 回 路 製 造 業 





11 繊維 工業 (一 部 を 除く ) 


16 化学 工業 (一 部 を 除く ) 


18 プラ スチ ッ ク 製 品 製造 業 





19 ゴム 製品 製造 業 


21 窯業 ・ 土 石 製 品 製造 業 


22 鉄鋼 業 





23 非鉄 金属 製造 業 


24 金属 製品 製造 業 


25 は ん 用 機械 器具 製造 業 





26 生産 用 機械 器具 製造 業 


27 業務 用 機械 器具 製造 業 (一 部 を 除く ) 


29 電気 機械 器具 製造 業 





30 情報 通信 機械 器具 製造 業 


32 その 他 の 製造 業 (一 部 ) 


39 情報 サー ビス 業 





44 道路 貨物 運送 業 


47 倉庫 業 


484 こん 包 業 





51 繊維 ・ 衣 服 等 卸売 業 (一 部 を 除く ) 
71 学術 ・ 開 発 研究 機関 





53 建築 材料 、 鉱 物 ・ 金 属 材料 等 卸売 業 





54 機械 器具 卸売 業 (一 部 を 除く ) 





〇 医薬 品 ・ 医 療 機器 関連 産業 





( ア ) 復興 産業 集積 区 域 に お いて その 集積 の 形成 及び 活性 化 を 目指 す 特定 の 業種 (主要 業種 ) 





165 医薬 品 製造 業 


273 計量 器 ・ 計 測 器 ・ 分 析 機 器 ・ 測 量 機械 
器具 ・ 理 化学 機械 器具 製造 業 


296 電 子 応用 装置 製造 業 及 び 297 電 気 計測 
器 製造 業 の うち 、 医 療 用 検査 機器 及び 医 
療 用 分 析 機 器 の 製造 に 関す る も の 





( イ ) ( ア ) の 業種 の 主要 関連 業種 
11 繊維 工業 


14 パル プ * 紙 ・ 紙 加工 品 製造 業 


15 印刷 ・ 同 関連 業 





16 化学 工業 (一 部 を 除く ) 


18 プラ スチ ッ ク 製 品 製造 業 


19 ゴム 製品 製造 業 





21 窯業 ・ 土 石 製 品 製造 業 
24 金属 製品 製造 業 


22 鉄鋼 業 
25 は ん 用 機械 器具 製造 業 


23 非鉄 金属 製造 業 
26 生産 用 機械 器具 製造 業 





27 業務 用 機械 器具 製造 業 


28 電子 部 品 ・ デ バイ ス ・ 電 子 回 路 製 造 業 


29 電気 機械 器具 製造 業 





30 情報 通信 機械 器具 製造 業 


32 その 他 の 製造 業 


44 道路 貨物 運送 業 





47 倉庫 業 


484 こん 包 業 


54 機械 器具 卸売 業 





55 その 他 の 卸売 業 


71 学術 ・ 開 発 研究 機関 





〇 食品 関連 産業 


( ア ) 復興 産業 集積 区 域 に お いて その 集積 の 形成 及び 活性 化 を 目指 す 特定 の 業種 (主要 


業種 ) 





09 食料 品 製造 業 


10 飲料 ・ た ば こ ・ 飼 料 製造 業 (一 部 を 除く ) 





( イ ) ( ア ) の 業種 の 主要 関連 業種 





15 印刷 ・ 同 関連 業 


18 プラ スチ ッ ク 製 品 製造 業 


26 生産 用 機械 器具 製造 業 





44 道路 貨物 運送 業 


47 倉庫 業 


484 こん 包 業 





52 飲食 料 品 卸売 業 


71 学術 ・ 開 発 研究 機関 





O 組 込み ソフ ト 、IT シ ステ ム 関 連 産 業 





( ア ) 復興 産業 集積 区 域 に お いて その 集積 の 形成 及び 活性 化 を 目指 す 特定 の 業種 (主要 


業種 ) 





39 情報 サー ビス 業 


40 イン ター ネッ ト 附 随 サ ービス 業 





( イ ) ( ア ) の 業種 の 主要 関連 業種 





25 は ん 用 機械 器具 製造 業 


26 生産 用 機械 器具 製造 業 


27 業務 用 機械 器具 製造 業 (一 部 を 除く ) 





28 電子 部 品 ・ デ バイ ス ・ 電 子 回 路 製 造 業 


29 電気 機械 器具 製造 業 


30 情報 通信 機械 器具 製造 業 





32 その 他 の 製造 業 


71 学術 ・ 開 発 研究 機関 








〇 産業 用 機械 関連 産業 





( ア ) 復興 産業 集積 区 域 に お いて その 集積 の 形成 及び 活性 化 を 目指 す 特定 の 業種 (主要 業種 ) 





25 は ん 用 機械 器具 製造 業 


26 生産 用 機械 器具 製造 業 


27 業務 用 機械 器具 製造 業 (一 部 を 除く ) 





29 電気 機械 器具 製造 業 





( イ ) ( ア ) の 業種 の 主要 関連 業種 





16 化学 工業 (一 部 を 除く 
21 窯業 ・ 土 石 製品 製造 業 


18 プラ スチ ッ ク 製 品 製造 業 
22 鉄鋼 業 


19 ゴム 製品 製造 業 
23 非鉄 金属 製造 業 





24 金属 製品 製造 業 


28 電子 部 品 ・ デ バイ ス ・ 電 子 回 路 製 造 業 


30 情報 通信 機械 器具 製造 業 





32 その 他 の 製造 業 (一 部 ) 
47 倉庫 業 


39 情報 サー ビス 業 
484 こん 包 業 


44 道路 貨物 運送 業 
53 建築 材料 、 鉱 物 ・ 金 属 材料 等 卸売 業 





54 機械 器具 卸売 業 (一 部 を 除く ) 


71 学術 ・ 開 発 研究 機関 





〇 木材 関連 産業 





( ア ) 復興 産業 集積 区 域 に お いて その 集積 の 形成 及び 活性 化 を 目指 す 特定 の 業種 (主要 業種 ) 





12 木材 ・ 木 製品 製造 業 


14 パル プ * 紙 ・ 紙 加工 品 製造 業 





( イ ) ( ア ) の 業種 の 主要 関連 業種 





13 家具 ・ 装 備品 製造 業 


15 印刷 ・ 同 関連 業 


26 生産 用 機械 器具 製造 業 





44 道路 貨物 運送 業 
53 建築 材料 、 鉱物 ・ 金 属 材料 等 卸売 業 





47 倉庫 業 





48 運輸 に 附帯 する サー ビス 業 





〇 その 他 





復興 産業 集積 区 域 に お いて その 集積 の 形成 及び 活性 化 を 目指 す 特定 の 業種 (主要 業種 ) 








92 その 他 の 事業 サー ビス 業 ( コ ー ル セン ター) 











田 特区 に よる 税制 の 特例 (復興 特区 法 第 37 柔 一 40 柔 、43 柔 ) 
る 国税 (法人 税 ) の 特例 (下記 (1)~(3) は 選択 適用 ) 





(1) 雇用 減税 第 38 条 
2021 年 3 月 31 日 まで に 指定 を 受け た 個人 事業 者 又は 法人 が 、 指 定 を 受け た 日 か ら 5 年 の 
間 の 復興 産業 集積 区 域内 の 事業 所 に お ける 雇用 者 等 (※) に 対す る 給与 等 支給 額 の 10% 又 は 
7 % を 税額 の 20% を 限度 と し て 控除 で きる 。 










































































被災 雇用 者 等 
に 対す る 
給与 等 支給 額 


ーーーーー ニ ーーー っ 


x 1096 双 796 


敵 護 装 虹 豆 吐 章 ③ 政 浴 沿 ※ 


措置 率 の 下線 部 は 沿岸 12 ーー こ 限 る 。 























用 者 等 」 の 定義 は 次 の いずれ か 

2011 年 に お いて 特定 被災 区 域 に 所 在 す る 事業 所 に 雇用 され て いた 者 
2011 年 に お いて 特定 被災 区 域内 に 居住 し て いた 者 
k 災 区 域 人 っ 岩手 県 、 宮 城 県 、 福 島 県 の 場合 は 、 全 県 (県 内 全市 町 村 ) で す 。 




















































































































ぎ 例 を 受け られ る 集積 区 域 を 有する 市 町 村 
や 県 内 全て の 市 町 村 ( 計 33 市 町 村 ) 






































注 ) 対象 は 次 の 要件 を 満た す 個 人 事業 者 又は 法人 

認定 復興 推進 計画 に 定め られ た 産業 集積 事業 を 実施 する 個人 事業 者 又は 法人 で ある こと 
指定 に 係る 復興 推進 事業 を 行う こと に つい て の 適正 か つ 確 実 な 計画 を 有する と 認め られ る 
Rg 
指定 事業 者 事業 計画 が 認定 復興 推進 計画 に 適合 する も の で ある こと 

指定 に 係る 復興 推進 事業 が 円 滑 か つ 確 実に 実施 され る こと が 見 込ま れる も の で ある こと 
指定 に 係る 復興 推進 事業 E し て 行う た め に 必要 な 経済 的 基礎 を 有する こと 






























































































































































































































































(2) 設備 投資 減税 (特別 償却 又は 税額 控除 ) 第 37 条 
上 MM 、 指 定 を 受け た 個人 事業 者 又は 法人 が 復興 産業 集積 区 域 に お 
設備 等 ( こつ いて 、 特別 償却 又は 税額 控除 が で きる 。 


2012.3.30 | 2016.4.1 2019. 4. 1 2012.3.30 | 2016.4.1 2019. 4. 1 


~~ ~~ 



















































































~~ ~~ ~~ ~~ 


2016. 3.31 | 2019. 3.31 | 2021. 3. 31 選 3 2016.3.31 | 2019.3.31 | 2021.3.31 
































50% | 15% 
0 0, 0, 0, 
100% 50% 3496 15% 15% 10% 








25% 8% 























0 0 O O 
25% 25% 17% 8% 8% 6% 






































税額 控除 に つい て 

当期 の 法人 税額 の 20% 相 当 額 を 限度 。 な お 、20% を 超え た 部 分 の 金額 に つい て は 、 
4 年間 、 繰 越 控除 で きる 。 

上 記 措 置 率 の 下線 部 は 沿岸 12 市 町 村 に 限る 。 



































和 き 例 を 受け られ る 集積 区 域 を 有する 市 町 村 
> 県 内 全て の 市 町 村 ( 計 33 市 町 村 ) 



























































注 ) 対象 は 次 の 要件 を 満た す 個人 事 3 
認定 復興 推進 計画 に 定め られ た 産業 集積 事 半 施す る 個人 事業 者 又は 法人 で ある こと 
指定 に 係る 復興 推進 事 間 適正 か つ 確 実 な 計画 を 有する と 認め られ 
る ささ 
指定 事業 者 事業 実施 * 認 定 復興 推進 計画 に 適合 する も の で ある こと 
指定 に 係る 復興 推進 事業 が 円 滑 か つ 確 施さ れる こと が 見 込ま れる も の で ある こと 
指定 に 係る 復興 推進 事業 を 安定 し て 行う た め に 必要 な 経済 的 基礎 を 有する こと 




































































































































































































































































(3) 新規 立地 促進 税制 第 40 条 


① 2021 年 3 月 31 日 まで の 間 に 指 定 を 受け た 復興 産業 集積 区 域内 に 本 店 を 有する 法人 (復興 
推進 計画 認定 日 以降 に 設立 ) が 、 指 定 の 日 か ら 同 日 以後 5 年 が 経過 する 日 まで の 期間 内 の 日 

を 含む 各 事 業 年 度 に お いて 、 所 得 金 額 を 限度 と し て 再 投資 等 準備 金 と し て 積み 立て た と き は 、 
その 積立 額 を 損金 の 額 に 算入 で きる 。 

② 特定 復興 産業 集積 区 域内 で 機械 又は 建物 等 に 再 投資 等 を 行っ た 事業 年 度 に お いて 、 準 備 金 
残高 を 限度 に 特別 償却 (即時 償却 ) で きる 。 な お 、 準備 金 の 取崩し 期間 は 5 年 間 と する (2016 
年 3 月 31 日 以前 に 指定 を 受け た 場合 は 10 年 間 ) 。 


























































































































































































































再 投資 等 準備 金 と し て 積立 て (損金 算入 ) 再 投資 等 


A. 単 年 度 投資 
コー 準備 金 


圧 所 rT 
a ns = 


積立 可能 期間 :6 事 業 年 度 


B. 複 数 年 度 投資 


再 投資 等 準備 金 と し て 積立 て (損金 算入 ) 


| 
Gn 
トク ド トン トリ 


較 一 田 
アン ドン トレ 
記 人 還 。 半 。 1 精 補語 能 期間 :(6(N 一 1)) 事 業 年 度 


N: 投資 











特例 を 受け られ る 集積 区 域 を 有する 市 町 村 
や 洋 野 町 、 久 慈 市 、 野 田村 、 普 代 村 、 田 野 畑 村 、 岩 泉町 、 宮 町 、 
大 植 町 、 釜 石 市 、 大 船渡 市 、 陸 前 高田 市 ( 計 沿岸 12 市 町 村 ) 





































































































注 ) 対象 法人 の 主 な 要件 
手 県 産業 再生 復興 推進 計画 の 認定 の 日 
産業 集積 区 域内 に 本 店 を 有する こと 

作 進 計画 に 記載 され た 事業 の みな を 行う 法人 で ある こと 
・ 積立 て を 行う 事業 年 度 に お いて 復興 産業 集積 区 域外 に 事業 所 等 を 保有 し な いこ と 
に し 、 以 下 の 要 件 等 を 満た す 事 業 所 は 、 本 店 の ある 復興 産業 集積 区 域外 へ 設置 する こと が 可能 

法人 の 主たる 業務 以外 の 業務 を 行う 事業 所 で ある こと 
( ロ ) その 事業 所 の 業務 を 行う 従業 員数 の 合計 が 、 法 人 の 常時 使用 全 従業 員数 の 30% 又 は 
2 人 の いずれ か 多い 人 数 以下 で ある こと 

・ 被災 者 を 5 人 以上 雇用 し 、 か つ 、 給 与 等 支給 額 の * 


総額 が 1, 000 万 円 以上 で ある こと 
・ 指定 を 受け る 際 の 投資 規模 要 伯 則 第 17 条 第 1 項 第 3 号 ) 
































































































































































































































































































































た 企業 















































小 企業 






































(4) 開発 研究 資産 減税 第 39 条 
① 2021 年 3 月 31 日 まで の 間 に 復 興産 業 集 積 区 域 に お いて 、 指 定 を 受け た 個人 事業 者 又は 法 
人 が 取得 等 し た 開発 研究 用 減価 償却 資産 に つい て 、 普 通 償却 限度 額 に 加え 、 取得 価額 の 50% 
まで 特別 償却 が で きる (※1) 。 
② ① の 対象 と な る 開発 研究 用 減価 償却 資産 の 償却 費 に つい て 、 研 究 開発 税制 を 適用 し 税額 控 
除 も 可能 (※2)。 





















































































































































(1) 減価 償却 (2) 研究 開発 税制 の 特例 


a 5% を 限度 と し て i 
特別 試験 研究 納 等 の ed a 
20% 又 は 30% 250 35% を 限度 と し て | 
試験 研究 費 の 税額 控除 
6 て 14% リン 
(中 小 企業 は 12~>17% ル レー 





副 己 需 選 二 史 部 8S 中 湊 出 南 ※ 


(※1) 特別 償却 の 償却 率 


US YY 2 2016. 4.1> 2019. 4.1~ 
2016. 3. 31 2019. 3.31 2021.3.31 











100% 50% 509%・349% 


※ 上 記 措置 率 の 下線 部 は 沿岸 12 市 町 村内 の 中 小 企業 者 等 に 限る 。 






































(※2) 現行 の 研究 開発 税制 は 、 II NM (中 小 企業 者 等 は 12 

て 17%) を 税額 控除 (法人 税額 の 35% を 上 限 )。 、 大 学 等 と の 共同 研究 等 の 特別 試験 
研究 費 が ある 場 、 当 該 研 究 に 係る 償却 費 の 4 | 202% を 税 屯 細 除 (法人 税額 の 5 % を 上 
限 )。 指 定 事業 者 の 開発 研究 に つい て は 、 償 序 費 を 特別 試験 研究 費 の 額 と みな し その 20% を 
税額 控除 (法人 税額 の 5 % を 上 限 ) する こと が 可能 。 



















































































特例 を 受け られ る 集積 区 域 を 有する 市 町 村 
や 県 内 全て の 市 町 村 ( 計 33 市 町 村 ) 




















() 対象 は 次 の 要件 を 満た す 個 人 事業 者 又は 法人 
認定 復興 推進 計画 に 定め られ た 産業 集積 事業 又は 建築 物 整 備 事業 を 実施 する 個人 事業 者 又 
は 法人 で ある こと 
指定 に 係る 復興 推進 事業 を 行 うこ と に つい て の 適正 か つ 確 実 な 計画 を 有する と 認め られ る 























































































































事業 者 事業 実施 計画 が 認定 復興 推進 計画 に 適合 する も の で ある こと 
指定 に 人 る 人 推進 事業 が 円 滑 か つ 確 実に 実施 され る こと が 見 込ま れる も の で ある こと 
指定 に 係る 復興 推進 事業 を 安定 し て 行う た め に 必要 な 経済 的 基礎 を 有する こと 

























































































(続き ) (4) 開発 研究 用 資産 の 特例 (つづ き ) 




















し て 特 ! 








注 ) 適用 対象 資産 は 次 の と お り 
・ 新た な 製品 の 製造 若しくは 新た な 技術 の 発明 又は 現に 企業 化 さ れ て いる 技術 の 著しい 改善 







































































TN ED 1 に 供 さ れる 減価 償却 資産 の うち 産業 集積 の 形成 
は 作 又 は 建設 の 後 事業 の 用 に 供 さ れ た こと の な 















































































































































究 の ト さ れる 建 建物 附属 設備 、 構築 物 、 工 具 、 
に ソフ う ち 産 3 貴 の 形成 に 資す る も の と し 

































































に 関す る 省 人 
























































は あり ませ ん 。 


(参考 ) 耐用 年 数 省令 表 第 六 


所 有 権 移転 外 リ ー ス 取引 に より 取得 


















































物 附属 設備 、 構 築 物 、 

























































































(抜粋) 
細 





建物 及び 建物 附属 設備 


建物 の 全部 又は 一 部 を 低温 室 , 恒温 室 , 無 響 室 , 電磁 し ゃ へ い 室 , 放射 性 同位 元素 
取扱 室 そ の 他 の 特殊 室 に する た め に 特に 施設 し た 内 部 造作 又は 建物 附属 設備 





風 ど う , 試験 水 そ う 及 び 防 壁 
ガス 又は 工業 薬品 貯 そ う , アン テ ナ , 鉄塔 及び 特殊 用 途 に 使用 する も の 








器具 及び 備品 


試験 又は 3 測定 機器 , 計算 機器 , 撮影 機 及 び 顕微 鏡 





機械 及び 装置 


汎用 ポン プ , 汎用 モー ター, 汎用 金属 工作 機械 , 汎用 金属 加工 機械 その 他 こ れ ら に 
類する も の 
その 他 の も の 








ソフ トウ ェ ア 


る 地方 税 減税 











〇 _ 地方 税 の 課税 免除 第 43 条 
復興 産業 集積 区 域内 に お いて 、 施 設 又 ( MeL は 増設 を 行っ た 場合 (上 記 の 国税 の 











事業 税 、 不 動産 取 
































特例 の うち (2)、(3) 又 は (4) の 指定 を 受け た 場合 ) は 、 県 及び 市 町 村 で 定め る と ころ に より 
得 税 、 固 定 資 ) 科 の 人 受け られ ます 。 (※(3) は 、 再 投資 設備 等 の 特別 


















































償却 の 適用 を 受け る 施設 等 に 限り ます 。) 














【 対 象 税 






































【 お 問い 合わ せ 先 】 

岩手 県 復興 防災 部 復興 くら し 再建 課 
E-mail : AU0004@pref. iwate. jp 

TEL :019-629-6930 FAX : 019-629-6944 
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